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「山下町県有地等利活用計画」 
（平成１７年９月 神奈川県） 

◆整備手法 
 第一種市街地再開発事業 
（都市再生機構＋民間事業者） 
◆コンセプト 
 神奈川の顔としてふさわしい拠点づくり

◆整備方針 
・地域の賑わいの創出 
・文化芸術の創造発信 
・関内地区の歴史・文化の継承

 
 
１ 趣旨 

 山下町本町通り地区は、横浜市の都心に位置する、かながわドームシアター跡地等の県

有地を含む区域であり、業務・商業、文化、観光などの都心機能の集積が求められている

地区です。 
 平成１７年９月に神奈川県は、「山下町県有地等利活用計画」を策定し、県有地等の利活

用の基本的な考え方や整備の方向等を定めました。この利活用計画に基づき、独立行政法

人都市再生機構他を施行予定者とする第一種市街地再開発事業が計画されています。  
 横浜市では、この市街地再開発事業による市街地の形成と維持のために、山下町本町通

り地区地区計画の都市計画決定を目指し、都市計画市素案を作成しました。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 地区の現況とまちづくりの方針 

（１）地区の現況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県庁 

開港記念会館 

県民ホール

横浜中華街 

山下公園 

横浜スタジアム 

旧横浜居留地４８番館

（県指定文化財）
神奈川県分庁舎

旧露亜銀行横浜支店

（市指定文化財）
民間駐車場

現 況 図 位 置 図 中区山下町４７番１他 
（かながわドームシアター跡地等）

山下町本町通り地区 

都都心心ににふふささわわししいい市市街街地地のの形形成成とと維維持持 

山下町本町通り地区地区計画 
～都市計画市素案説明会資料～ 

平成１８年１１月 横浜市 

地区計画 

（横浜市） 

山下町県有地等利活用計画 

（神奈川県） 

市街地再開発事業 

（都市再生機構＋民間事業者） 
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（２）まちづくりの方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 市街地再開発事業の概要 

（１）概要 

 ・事 業 手 法：第一種市街地再開発事業 
 ・施行予定者：独立行政法人都市再生機構、㈱ゼファー、㈱大和地所（共同施行） 
・面   積：約１．７ha 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）整備計画概要 

 ア 公共施設等の整備イメージ 

 
  
 
 
 
 
 

凡  例 
 事業区域 
 建築物 
 道路 
 敷地内の歩行者空間 
 広場、ポケットパーク 
 オープンスペース 

通り抜け通路 など 

市街地再開発事業とは・・・ 
 
都市における土地の合理的かつ健

全な高度利用と都市機能の更新を図

ることを目的とする、都市再開発法

に基づく事業です。 

都市計画マスタープラン・中区プラン 

「中区まちづくり方針」（平成１７年７月） 
まちづくりの基本的な考え方（関内・関外地区） 

みなとまちの歴史・文化を活かしながら、新たな文化とにぎわいを生

 み出し、国際性豊かな多文化交流のあるまちづくりを進める。 など

「街づくり協議指針」（山下公園及び日本大通り周辺地区） 

横浜の都心にふさわしい観光・文化、商業・業務施設の集積を図るた

 め、これらの用途の導入を推進する。 

「横浜都心機能誘導地区建築条例」（平成１８年４月） 

・都心機能と居住機能の配置の適正化を図る。 
・業務、商業、文化及び観光に係る機能を集積し、にぎわいを創出する。

横浜市では都心機能

の強化に向け、 
業務・商業、文化、

観光などの都心機能

の集積 

をめざし、都心部の

まちづくりを進めて

います。 

事業区域            ：事業区域 
 

Ｂ-１地区
Ｂ-２
地区Ａ地区

Ｂ-３
地区

Ｂ-１地区
Ｂ-２
地区Ａ地区

Ｂ-３
地区

Ａ地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区

海岸教会通り

50ｍ

本町通り 

海岸教会通り

本町通り 

  

Ｂ－３地区
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イ 建築物の整備イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本町通り

店舗

店舗

エントランス
ホール

海岸教会通り

駐
車
場

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

高層棟
部分

低層棟
部分

（旧露亜銀行）

本町通り

店舗

店舗

エントランス
ホール

海岸教会通り

駐
車
場

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

高層棟
部分

低層棟
部分

（旧露亜銀行）

本町通り

店舗

店舗

エントランス
ホール

海岸教会通り

駐
車
場

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

高層棟
部分

低層棟
部分

（旧露亜銀行）

県立新ホール

ＮＨＫ横浜放送会館

（ホールゾーン）

駐車場

（スタジオ
ゾーン）

アトリウム
交流広場 ▼約50ｍ

▼約110ｍ

県立新ホール

ＮＨＫ横浜放送会館

（ホールゾーン）

駐車場

（スタジオ
ゾーン）

アトリウム
交流広場 ▼約50ｍ

▼約110ｍ

県立新ホール

ＮＨＫ横浜放送会館

（ホールゾーン）

駐車場

（スタジオ
ゾーン）

アトリウム
交流広場 ▼約50ｍ

▼約110ｍ

海岸教会通り

本町通り

旧横浜居留地４８番館

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

建築物

海岸教会通り

本町通り

旧横浜居留地４８番館

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

建築物

海岸教会通り

本町通り

旧横浜居留地４８番館

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

建築物

海岸教会通り

本町通り

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

建築物

海岸教会通り

本町通り

※詳細な設計の検討をしてゆくなかで
変更の可能性があります。

建築物

▼約75ｍ
店舗

事務所

各種学校等

店舗

駐車場

▼約75ｍ
店舗

事務所

各種学校等

店舗

駐車場

ホテル

事務所

店舗

駐車場

結婚式場
（旧露亜銀行）

▼約75ｍ

ホテル

事務所

店舗

駐車場

結婚式場
（旧露亜銀行）

▼約75ｍ

※詳細な設計により変更の可能性があります。

※詳細な設計により変更の可能性があります。

Ａ地区 

 
敷地面積 約３３００㎡ 

階  数 地上１９階 
地下２階 

高  さ 約７５ｍ 
主な用途 
 

店舗、事務所、 
ホテル、結婚式場 

 

Ｂ－１地区 

 
敷地面積 約６４００㎡ 

階  数 地上１０階 
地下１階 

高  さ 
約５０ｍ 
（アンテナは地上

から約１１０ｍ） 
主な用途 劇場、放送局 

 

※詳細な設計により変更の可能性があります。

Ｂ－２地区 

 
敷地面積 約２３００㎡ 

階  数 地上１４階 
地下２階 

高  さ 約７５ｍ 

主な用途 店舗、各種学校 
事務所 

 

※Ｂ－３地区は市街地再開発事業では建築物の整備は実施しません。 

建築物

アンテナ 
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地区計画とは・・・ 

地区計画とは、地区の特性に応じて、建築物の用途、建ぺい率、容積率、高さなどの

制限をきめ細かく定める「地区レベルの都市計画」です。ここで定めたルールはその地

区計画の区域内のみにおいて適用されます。 

４ 地区計画（都市計画市素案）の主な内容 

   
 

 

 

 

 

＜地区計画の主な内容＞ 

名     称 山下町本町通り地区地区計画 
位     置 中区山下町 
面     積 約１．７ha 
区域の整備・開発及び保全の方針 
地区計画の目標  本地区計画は、道路の拡幅整備、空地等の確保や、文化拠点施設及び業務・商

業施設の整備により、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る
こと及び歴史的資産を保存・活用することにより、都心にふさわしい複合的な市
街地を形成し、その維持を図ることを目標とする。 

土地利用の方針 ・賑わいを生み出し、文化・芸術・情報を創造・発信するため、Ａ地区では業務・
 商業施設を、Ｂ－１地区では文化拠点施設を、Ｂ－２地区では業務・商業・文
 化施設を整備する。 
・歴史的建造物である旧露亜銀行横浜支店及び旧横浜居留地４８番館の保存・活
 用を図る。 
・旧横浜居留地４８番館に接して、歩行者動線を確保するとともに歴史を感じる
 憩いの空間とするためのポケットパークを整備する。 
・ゆとりと賑わいのある歩行者空間の創出と港への見通し景観の形成のため、道
 路、歩道状空地、歩行者用通路や広場を整備する。 
・歩道状空地などに沿い一体となって機能する敷地内のオープンスペースを設け
 る。 
・Ｂ－１地区とＢ－２地区の間の敷地内に回遊性の向上と賑わいの形成に資する
 通り抜け通路を整備する。 

地区施設の整備の方針  ゆとりと賑わいのある歩行者空間のネットワークの形成、港への見通し景観及
び歴史を感じる憩いの空間を確保するため、道路、歩道状空地、歩行者用通路、
広場とポケットパークを整備する。 

建築物等の整備の方針 ・文化・芸術・情報機能と業務・商業機能の集積を図る。 
・壁面の位置の制限により、歩道状空地、歩行者用通路、広場等を確保する。 
・歴史的資産である旧露亜銀行横浜支店と旧横浜居留地４８番館を保存・活用す
る。 

緑化の方針  うるおいと魅力ある市街地環境の形成のため、建築物の敷地内の積極的な緑化
を図る。 

地区整備計画 
地区施設の配置及び規模  図＜地区施設の配置及び規模＞のとおり、道路、歩道状空地、歩行者用通路、

広場、ポケットパークを定める。 
建築物等に関する事項  

Ａ地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区 Ｂ－３地区 地区の区分 
 約０．５ha 約０．８ha 約０．３ha 約０．１ha 

 次に掲げる用途の用に供する建築物は建築してはならない。 

 

用途の制限 
・住宅、共同住宅、有料老人ホーム等 
・マージャン屋、ぱちんこ屋、カラオケボックス等 
・キャバレー、ナイトクラブ等 
・神社、寺院、教会等 

・マージャン屋、ぱちん
こ屋、カラオケボックス
等 
・キャバレー、ナイトク
ラブ等 
・神社、寺院、教会等 
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凡 例 
    地区計画・地区整備計画

   の区域 
   地区の区分 
   道路 幅１ｍ 
   歩道状空地 幅２ｍ 
   歩行者用通路 幅２ｍ 
   広場① 約１００㎡ 
   広場② 約１００㎡ 
   広場③ 約１００㎡ 
      ポケットパーク 約９０㎡

地区整備計画（つづき） 
地区の区分 Ａ地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区 Ｂ－３地区 

容積率の最高限度 ８００％ ３５０％ ８００％ ６００％ 
容積率の最低限度 ２００％ 

５０％ ６０％ ５０％ ５０％ 建ぺい率の最高限度

 ただし、建築基準法の規定に基づく一定の緩和規定あり。 
敷地面積の最低限度 ５００㎡ 
建築面積の最低限度 ２００㎡ 
壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、図＜壁面の位置の制限＞に示す壁面

の位置の制限を超えて建築してはならない。 
高さの最高限度 ７５ｍ ５５ｍ 

ただし放送法に
よる放送事業の
用に供する工作
物を除く。 

７５ｍ － 

 

形態又は意匠の制限  周辺の街並みや歴史的建造物との調和、港への見通し景観の確保、建築物の壁
面の向き、屋上の設備や塔屋などのデザイン、屋外広告物の取り扱い など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 今後のスケジュール 

図＜地区施設の配置及び規模＞ 

Ａ地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区

５０ｍ

本町通り 

海岸教会通り 

図＜壁面の位置の制限＞ 

Ａ地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区
Ｂ－３地区 

本町通り 

海岸教会通り 

５０ｍ

凡 例 
  地区計画・地区整備計画

  の区域 
  地区の区分   
  道路境界から５．０ｍ

  道路境界から４．０ｍ

  道路境界から３．０ｍ

  道路境界から２．０ｍ

  地区施設道路境界から

        ２．０ｍ

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項
（
つ
づ
き
） 

Ｂ－３地区 
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５ 今後のスケジュール 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

今回 

公
述
申
出 

 

受
付 

３
週
間 

※３ 

意
見
書 
 

受
付 

意
見
書 

 

受
付 

都
市
計
画
市
素
案
の
説
明
会 

 
 
 
 
 
 
 

（
平
成 

年 

月 

日
）

18 

11 

14 

都
市
計
画
市
素
案
の
縦
覧 

 

【
２
週
間
】

   

（
平
成 

年 

月 

日
～ 

月 

日
）

18 

11 

15 

11 

29 

公
聴
会 

 
 
 

（
平
成 

年 

月 

日
）

 
 

※
公
述
の
申
出
が
な
い
場
合
は
中
止
し
ま
す 

18 

12 

14 

都
市
計
画
原
案
の
作
成 

条
例
に
基
づ
く
都
市
計
画
原
案
の
縦
覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
２
週
間
】

都
市
計
画
案
の
作
成 

都
市
計
画
法
に
基
づ
く
都
市
計
画
案
の
縦
覧

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
２
週
間
】

都
市
計
画
審
議
会 

都
市
計
画
決
定
の
告
示 

※４ 

公述の申出、縦覧及び意見書の提出先は、 
       横浜市まちづくり調整局都市計画課（市役所５階）になります。 

※１ 

縦
覧
期
間
中

※１ 市素案の縦覧及び公述の申出 

 横浜市民及び利害関係人は、市素案の縦覧期間中に公述の申出をすることができます。

※２ 公聴会 

 都市計画市素案に対する意見陳述を行う場です。 

※３ 条例に基づく縦覧及び意見書の提出 

 意見書の提出は地区計画区域内の土地所有者等に限ります。 
※４ 法に基づく縦覧及び意見書の提出 

 横浜市民及び利害関係人は意見書を提出することができます。 

お問い合わせ先 

    ◇計画内容について 

     ＜地地区区計計画画のの内内容容＞＞  
       横浜市都市整備局 都市再生推進課（市庁舎６階）  
        〒231-0017 横浜市中区港町１－１         
        電話 ６７１－４０５１、２６７３ 
        ホームページ http://www.city.yokohama.jp/me/toshi/index.html 

      ＜市市街街地地再再開開発発事事業業のの内内容容＞＞  
       独立行政法人都市再生機構神奈川地域支社市街地整備第１チーム  
        〒220-6110 横浜市西区みなとみらい２－３－３ 
        電話 ６８２－１７６６   
   ◇都市計画の手続きについて 
       横浜市まちづくり調整局 都市計画課（市庁舎５階） 
        〒231-0017 横浜市中区港町１－１ 
        電話 ６７１－２６５７ 
        ホームページ http://www.city.yokohama.jp/me/machi/index.html 

※２ 
縦
覧
期
間
中
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